
歳入合計
64億1,115万円

歳
入

総
額
は
、
前
年
度
対

比
１・
86
％
減
の

64
億
１
１
１
５
万
円
で
、自
主
財

源
が
23
億
２
５
７
０
万
円【
＋

３
８
９
４
万
円
】36・
28
％
、依
存

財
源
が
40
億
８
５
４
５
万
円【
△

１
億
６
０
７
７
万
円
】63・72
％
と
な

り
ま
し
た
。

　

自
主
財
源
の
内
訳
を
み
ま
す

と
、町
税
は
、茶
業
や
観
光
業
関
係

の
業
績
不
振
な
ど
に
よ
る
個
人
住

民
税
の
減
収
が
あ
り
ま
し
た
が
、

長
島
ダ
ム
関
係
の
固
定
資
産
等
所

在
市
町
村
交
付
金
の
増
額
な
ど

に
よ
り
13
億
８
０
５
３
万
円【
＋

１
億
２
２
０
９
万
円
】で
歳
入
全
体

の
21・
54
％
と
な
り
ま
し
た
。分
担

金
及
び
負
担
金
は
、防
霜
フ
ァ
ン
更

新
工
事（
農
業
経
営
体
質
強
化
基

盤
整
備
事
業
）の
終
了
に
係
る
負

担
金
の
減
額
に
よ
り
５
８
２
万
円

【
△
８
９
７
万
円
】で
０・
09
％
と
な

り
ま
し
た
。繰
入
金
は
、昨
年
度
役

場
総
合
支
所
建
設
基
金
廃
止
に
伴

う
精
算
に
よ
り
財
政
調
整
基
金
及

び
減
債
基
金
に
振
り
分
け
て
積
み

立
て
を
行
い
ま
し
た
が
今
年
度
は

な
か
っ
た
た
め
、４
２
４
６
万
円

【
△
２
億
５
３
３
２
万
円
】で
０・

66
％
と
な
り
ま
し
た
。繰
越
金
は
、

平
成
２
４
年
度
の
地
方
交
付
税
の

増
額（
＋
２
億
８
４
５
５
万
円
）な

ど
に
よ
り
繰
越
金
が
増
額
と
な
っ

た
た
め
、６
億
９
９
６
３
万
円【
＋

１
億
８
３
８
６
万
円
】で
10・91
％
と

な
り
ま
し
た
。

　

依
存
財
源
の
内
訳
と
し
て
、地
方

交
付
税
は
、基
準
財
政
収
入
額
の
増

に
よ
る
普
通
交
付
税
の
減
額
に
よ
り

29
億
７
９
４
３
万
円【
△
３
２
０
６
万

円
】で
46・47
％
と
な
り
ま
し
た
。国
庫

支
出
金
は
、防
霜
フ
ァ
ン
更
新
工
事

（
農
業
経
営
体
質
強
化
基
盤
整
備
事

業
）の
終
了
及
び
橋
り
ょ
う
長
寿
命

化
交
付
金
等
の
皆
減
な
ど
に
よ
り
減

額
と
な
り
、１
億
７
８
８
２
万
円【
△

２
１
９
０
万
円
】で
２・79
％
、諸
収
入

は
、Ｂ
＆
Ｇ
海
洋
セ
ン
タ
ー
プ
ー
ル
改

修
工
事
終
了
に
伴
う
財
団
か
ら
の
助

成
金
の
減
額
に
よ
り
５
５
７
６
万
円

【
△
１
５
８
５
万
円
】で
０・87
％
と
な

り
ま
し
た
。　

　

一
方
町
債
は
、臨
時
財
政
対
策

債
の
借
入
れ
を
行
わ
な
か
っ
た

た
め
、１
億
４
６
７
０
万
円【
△

１
億
４
８
０
万
円
】で
２・29
％
と
な

り
ま
し
た
。

　

自
主
財
源
の
構
成
比
率
は
36・

28
％（
前
年
35・
00
％
）、地
方
交
付

税
、国・
県
支
出
金
、町
債
な
ど
の
依

存
財
源
が
63・72
％（
前
年
65・00
％
）

で
、平
成
24
年
度
と
比
較
す
る
と
自

主
財
源
率
が
１・
28
％
多
く
な
っ
て

お
り
町
税
及
び
繰
越
金
の
増
額
、繰

平
成
25
年
度 

川
根
本
町
の
決
算
状
況
を
報
告
し
ま
す

歳入合計
64億1,115万円

町税（21.54％）�
13億8,053万円

繰入金（0.66％）�
4,246万円

繰越金（10.91％）�
6億9,963万円

使用料及び手数料�
（1.38％）8,809万円

分担金及び負担金�
（0.09％）582万円

その他（1.70％）�
1億917万円

その他（3.54％）�
2億2,723万円

町債（2.29％）�
1億4,670万円

県支出金（8.63％）�
5億5,328万円

国庫支出金（2.79％）�
1億7,882万円

地方交付税（46.47％）�
29億7,943万円

自主財源（36.28％）�
23億2,570万円

依存財源（63.72％）�
40億8,545万円

　

一
般
会
計
と
６
つ
の
特
別
会
計
の
１
年
間
の
決
算

は
、歳
入
総
額
が
90
億
９
２
４
３
万
円
、歳
出
総
額
が

83
億
６
４
０
２
万
円
と
な
り
ま
し
た
。一
般
会
計
で
は
、歳
入
総

額
64
億
１
１
１
５
万
円
、歳
出
総
額
57
億
９
３
３
３
万
円
、差
引

残
額
６
億
１
７
８
２
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

国
県
補
助
金
、過
疎
対
策
事
業
債
な
ど
有
利
な
財
源
を
活
用

し
、「
持
続
可
能
」な
経
営
を
目
指
す
と
と
も
に
、限
ら
れ
た
財
源

の
中
で
住
環
境
整
備
、予
防
接
種
助
成
な
ど
の
健
康
・
福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
充
実
、防
災
対
策
の
充
実
な
ど
を
重
点
と
し
た
安
心
し

て
暮
ら
せ
る
環
境
整
備
に
努
め
ま
し
た
。

【
問
】総
務
課・財
政
室　
☎（
56
）２
２
２
０

ここにも、一つの物語。
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歳出合計
57億9,333万円

入
金
の
減
額
が
主
な
理
由
で
す
が
、

依
存
財
源
に
頼
っ
て
い
る
状
況
は
今

ま
で
と
変
わ
り
ま
せ
ん
。

　

な
お
、町
民
１
人
当
た
り
の
歳
入

総
額
は
、約
82
万
２
千
円
で
前
年
度

に
比
べ
２
３
０
０
円
の
増
加
と
な

り
、こ
の
う
ち
町
税
の
町
民
１
人
当

た
り
の
歳
入
額
は
約
17
万
７
千
円

で
、前
年
度
に
比
べ
１
万
９
１
０
０

円
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。（
町
税
の

中
に
は
、長
島
ダ
ム
等
の
国
有
資
産

交
付
金
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。）

歳
出

総
額
は
、
前
年
度
対

比
０・
69
％
減
の

57
億
９
３
３
３
万
円
で
す
。限
ら
れ
た

財
源
の
中
で
、行
政
改
革
集
中
改
革
プ

ラ
ン
に
よ
る
経
費
節
減
や
各
種
補
助

金
の
見
直
し
、過
疎
対
策
事
業
債
な
ど

有
利
な
財
源
を
活
用
し
、「
持
続
可
能
」

な
経
営
を
目
指
し
て
き
ま
し
た
。近
年

は
、防
災
対
策
の
充
実
、住
環
境
整
備
、

簡
易
水
道
施
設
の
整
備
及
び
健
康・福

祉
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
な
ど
住
み
や
す

い
環
境
づ
く
り
の
た
め
の
事
業
の
展

開
を
推
進
し
ま
し
た
。

◎
目
的
別

　

自
治
会
振
興
、町
営
バ
ス
の
運
行

な
ど
の
地
域
振
興
、次
年
度
以
降
の

事
業
実
施
の
た
め
の
基
金
管
理
を
実

施
し
た
総
務
費
が
20・
75
％
を
占
め

て
い
ま
す
。続
い
て
、外
出
支
援
サ
ー

ビ
ス
や
国
民
健
康
保
険
事
業
会
計
等

へ
の
繰
出
金
、子
ど
も
手
当
、子
育

て
支
援
事
業
な
ど
の
民
生
費
が
19・

58
％
、各
種
検
診
事
業
な
ど
健
康
増

進
事
業
よ
る
町
民
の
皆
さ
ん
の
健
康

管
理
、ご
み・
し
尿
処
理
な
ど
の
生

活
環
境
経
費
と
し
て
の
衛
生
費
11・

07
％
、茶
業
振
興
対
策
、林
業
振
興
、

農
村
環
境
基
盤
整
備
な
ど
の
農
林
水

産
業
費
が
10・
64
％
、小
中
学
校・
生

涯
学
習
の
教
育
振
興
な
ど
の
教
育
費

が
７・82
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

◎
性
質
別

　
人
件
費・扶
助
費・公
債
費
の
義
務

的
経
費
は
、前
年
度
対
比
４・36
％
の

減
と
な
る
21
億
５
９
０
６
万
円【
△

９
８
５
１
万
円
】で
構
成
比
は
37・

27
％
と
な
り
ま
し
た
。人
件
費
の
減

少
、障
が
い
者
自
立
支
援
給
付
費
の

減
な
ど
に
よ
る
扶
助
費
の
減
少
、平

成
12
年
度
借
り
入
れ
の
過
疎
地
域
対

策
事
業
債
等
の
償
還
終
了
な
ど
に
よ

る
公
債
費
の
減
が
義
務
的
経
費
減
少

の
要
因
で
す
。

　
物
件
費
は
、臨
時
職
員
賃
金
の
増
額
、

地
域
福
祉
推
進
業
務
委
託
料
、イ
ン
フ

ル
エ
ン
ザ
予
防
接
種
委
託
料
な
ど
の

増
額
な
ど
に
よ
り
、前
年
度
対
比
５・

76
％
の
増
と
な
る
９
億
８
９
７
１
万

円【
＋
５
３
８
６
万
円
】で
構
成
比
は

17・08
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

普
通
建
設
事
業
費
は
、前
年
度
対

比
２・
27
％
増
の
８
億
５
４
５
５
万

円【
＋
１
８
９
７
万
円
】で
全
体
の
14・

75
％
と
な
り
ま
し
た
。こ
れ
は
、農
業

体
質
強
化
基
盤
整
備
促
進
事
業
に
よ

る
防
霜
フ
ァ
ン
更
新
工
事
や
森
林
環

境
整
備
事
業 

林
業
専
用
道
塩
野
線
開

設
工
事
、千
頭
地
区
耐
震
性
貯
水
槽
設

置
工
事
な
ど
の
補
助
事
業
費
や
本
川

根
Ｂ
＆
Ｇ
海
洋
セ
ン
タ
ー
プ
ー
ル
改

修
工
事
や
藤
川
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー

耐
震
補
強
工
事
、寸
又
峡
公
民
館
耐
震

補
強
工
事
な
ど
の
単
独
事
業
費
が
減

少
し
た
も
の
の
、介
護
基
盤
緊
急
整
備

等
特
別
対
策
事
業
の
追
加
、道
整
備
交

付
金
事
業 

林
道
寸
又
線
改
良
工
事
、

道
整
備
交
付
金
事
業 

林
道
塚
ノ
山
線

開
設
工
事
な
ど
の
補
助
事
業
費
の
増

額
、奥
大
井
自
然
休
養
村
管
理
セ
ン

タ
ー
耐
震
補
強・改
修
工
事
、デ
ジ
タ

ル
防
災
通
信
シ
ス
テ
ム
中
継
所
共
同

整
備
事
業
、向
井
飲
料
水
供
給
施
設
監

視
シ
ス
テ
ム
整
備
工
事
の
追
加
な
ど

に
よ
る
単
独
事
業
費
が
増
加
し
た
こ

と
が
普
通
建
設
事
業
費
増
額
の
主
な

要
因
で
す
。

　

積
立
金
は
、平
成
26
年
度
末
に
縁

故
債
の
繰
上
償
還
を
予
定
し
て
い

る
た
め
そ
の
財
源
と
し
て
減
債
基

金
へ
積
立
を
行
っ
た
こ
と
、ま
た
、

緊
急
地
震・
津
波
対
策
交
付
金
の

積
み
立
て
を
行
っ
た
こ
と
な
ど
に

よ
り
、前
年
度
対
比
64・
74
％
の
増

と
な
る
５
億
１
３
０
３
万
円【
＋

２
億
１
６
２
万
円
】で
構
成
比
は
８・

86
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、町
民
１
人
当
た
り
の
歳
出

総
額
は
約
74
万
３
千
円
で
、前
年
度

に
比
べ
約
１
万
１
千
円
の
増
額
と
な

り
ま
し
た
。

歳出合計
57億9,333万円

人件費（19.05％）�
11億325万円

扶助費（5.34％）�
3億951万円

公債費（12.88％）�
7億4,630万円

物件費（17.08％）�
9億8,971万円

維持補修費（0.78％）�
4,503万円

災害復旧事業費�
（0.06％）372万円

普通建設事業費[単独]�
（11.86％）6億8,680万円

普通建設事業費[補助]�
（2.89％）1億6,775万円

その他�
（0.00％）12万円

積立金（8.86％）�
5億1,303万円

繰出金（9.43％）�
5億4,637万円

補助費等（11.77％）�
6億8,174万円

投資的経費（14.81％）�
8億5,827万円

経常的経費（66.90％）�
38億7,554万円

その他（18.29％）�
10億5,952万円
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